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研究成果の概要（和文）： 
 東アジア包摂型福祉社会開発にむけてのソーシャルケアワークの実践方法と福祉専門職養

成、とくに都市部の高齢者に生起している新たな「孤立」問題を追究する。地域（メゾレベル）

で問題を共有化し、高齢者自身のエンパワーメントを軸に、地域の諸活動との連携を通じ、ニ

ーズ発見システム、福祉専門職との協働によるソーシャルケアワーク実践の開発を意図してい

る。 
 
研究成果の概要（英文）： 

Pursue the new“social-isolation”problems  in the elderly welfare profession training, 

especially in the urban areas and Social Work with Older People towards the East Asian 

unification type welfare society development practices. And sharing of problems at local 

(meso) through the empowerment of elderly and activities by regional cooperation axis, 

according to cooperation needs detection system, workers. 
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１．研究開始当初の背景 

近年、都市部の高齢核家族化、とりわけ単身世

帯化が顕著になっている。高齢単身世帯の新たな

「孤立」―親密圏域での希薄化に加えて、予防の

セフティネット、さらに医療・保健・福祉・介護

サービスネットが剥奪されている状態―は、単身

高齢者の生活の諸場面、諸段階で多様な形態を示

しながら問題を内在化させてきている。その帰結

として「孤独死」（国は、「孤立死」と表示）とい

う悲惨な現象をも生み出してきている。 

 

２．研究の目的 

本研究は、都市部のとりわけ単身高齢者に生起

している新たな「孤立」問題を、地域（メゾレベ
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ル）で共有化し、高齢者自身のエンパワーメント

を軸に、ニーズ発見システムと連携システムを融

合したソーシャルワーク実践方法の開発により、

解決にむけた実践的方法を提示することにある。

また、同時期に同様な課題を抱えた韓国の総合社

会福祉館を拠点とした先進的実践（親密圏の強化、

予防のセフティネットのプログラム化など）を先

行事例とし、実践内容の解明と成立要件を分析し、

日本の福祉実践と比較検討し、東アジアに共通す

るニーズ把握と連携システムを融合したソーシャ

ルワーク方法の開発をねらいとした。 

 

３．研究の方法 

本研究は、単身高齢者の地域生活を維持・継続

するための方法を地域社会（メゾレベル）で検討

していくことがねらいである。そこで、①高齢者

の生活の諸段階における「孤立」指標を構築する

必要があることから、これまでの高齢者生活能力

指標の精査を行う。ADL,IDAL研究についての精査

を行い、高齢者が地域生活を維持・継続するため

の生活の諸段階ごとの生活能力をモデル的に提示

し、指標を作成する。②単身高齢者を対象に生活

行動調査の実施、分析を行う。その場合、自計式

による調査により生活行動の意味づけを明らかに

する。③韓国の都市部の総合社会福祉館の実践に

ついての分析を行うため、専門職からのヒアリン

グを行う。そして、総合社会福祉館を利用してい

る単身高齢者の生活行動調査、生活満足度調査を

実施することとした。 

 

４．研究成果 

(１)研究のなかで明らかになった点 

本研究は、当初、都市近郊に位置する I 県 I

市において高齢核家族世帯を対象に、日常生活

行動と社会関係に関する行動調査ならびにヒア

リング調査を実施し、その分析を行い、報告書

を刊行した。さらに、I 市においてモデル事業

を行政の協力のもとに地域づくり委員会を立ち

上げ、専門職と地域の世話役との共同の場を設

定し、地域の現状把握とその対応について検討

を重ねた。 

地域でのヒアリングの結果、①地域の仕事は、

手間ではあるが「横のつながり」ができるので

顔が広くなった。仕事をしていた現役時代には

参加できなかった部分のお返しかなとも思って

いる。②地域の子どもがあいさつをしてくれる

と勇気づけられる。どこの子もみんなかわいい

子どもだという実感はいいものだ。③町内で、

町内会役員や各部の責任者は合同役員会をもっ

ているので、お互いに情報交換をしながら、活

動していける。④地域に高齢者が多いというこ

とは、それだけ地域で活躍できる人材があると

いうことだと思っている。⑤町内会のこれまで

の活動実績があるので、様々な問題への対処方

法も蓄積されていると思っている。⑥住民の中

には町内会の活動に受身的な方も多く、活動の

推進役が固定化してきている。⑦特に、途中か

ら引っ越されてこられた住民（若い世代）の参

加が芳しくない。これからの町内会のことを考

えると、こうした住民の方々の参加しやすい方

法も考えていかねばならない。⑧若い世代と既

存メンバーとの交流はこれからの課題である。

⑨多世代・他世代が交じり合って地域を構成し

ていくという形を模索していかなくてはならな

いと考えている。そのきっかけ、方法の検討が

必要であるなど地域の現状と課題が明らかとな

った。 

また、地域づくり委員会では、M町に住んでお

られるひとり暮らしの高齢者の方々にお集まり

いただき、お話を伺う機会やお茶サロンに出か

け、ヒアリングを実施した。その結果は以下の

ようである。①ひとり暮らしをされていて不安

に思うのは「夜、床につく時」と多くの方が述

べられており、このまま動けなくなったらどう

しよう、だれも助けてはくれないのではと思う

と不安に駆られるとのことであった。風邪など

こじらせてしまった時など体調を崩したとき、

だれも訪問してくれないまま、ひとりで家にい

る時など、どうしようもなくなると話されてい

た。②こうした不安を解消するための手立てに

ついて、近所の人や知人に様々な合図によって

急を知らせる方法を講じておられるとのことで

あった。近所の方も同じくらいの世代なので、

お互いに声を掛け合っているとのこと。③また、

なるべく外に出て、趣味を広げたり、誘われた

ことをするようにして、引きこもらないように

しているとも話されていた。④I市への要望とし

ては、交通アクセスの改善を挙げておられ、駅

まで行く手段がないため、病院への通院などで

不自由している、何か誘われてもついつい億劫

になってしまうと話されていた。また、緊急通

報システムをもっと多くの人を対象にしてほし

いとのことで、あるだけで不安が解消されると

のことであった。⑤高齢になると自分ひとりで

出かけることができにくくなるので、出かける

きっかけが必要になる。⑥なんでも話ができる

ということはとても楽しい、ストレス解消にも

なる。⑦サロンなどに出てくる方はよいが、そ

うでない方もいるとのことであった。 

2010 年 8 月には、全住民を対象に、「くらし

と健康に関するアンケート調査」を実施した。

その結果の要点をまとめると、日ごろ心がけて

いることは、①健康管理、②食事、③近隣、友

人、仲間との付き合い、④家族、親戚、⑤家事

の順であり、この地域の特色については、①近

隣同士でよく挨拶している、②町内会等の地域



での活動が活発に行われている、③困った時に

近隣同士で助けあっている、④回覧板・掲示板

などが活用されている、⑤近隣同士でよく立ち

話をしているなどであり、暮らしの中で困った

とき頼りにしているのは、やはり圧倒的に家族

ではあるものの、近所の人と回答しているのも

3 割弱となっていた。この地域で安心して暮ら

し続けるための条件について半数近くの方が必

要条件だと回答されたものは、①買い物に行く

ことができる、②家族が健康である、③自分が

健康である、④外出することが楽にできる、⑤

近くに住む友人・知人がいる、⑥近所の人の顔

と名前が分かるということであった。 

 2010年12月には、34人の高齢者（このうち、

ひとり暮らし23人）からお話を伺った。 

その中で特徴的なことは、①現在ひとりで暮

らしておられる方の多くは、配偶者との死別体

験を有していて、子どもとの同居という形態を

選択せず、ひとりでやれることは自分ですると

いう気持ちが強いということ。②健康状態につ

いて、ほぼ問題がないという方もいるが、多く

の方がなんらかの疾患のため、定期的に通院さ

れている。通院の手段は、近くにおられる子ど

もの送迎に頼るか、タクシーの利用となってい

る。③日常的な外出は買い物であり、近くのス

ーパーの利用頻度は高く、スーパーへの外出が

生活の一部となっている。ただし、大きな荷物

があったりする場合は、子どもに手助けしても

らうことが多いようである。④外出手段として、

自転車を使用される方が多くおられるが、安全

性という点から心配であるとも言っておられる。 

⑤地域の活動に参加されておられる方とそう

でない方に分かれていて、趣味活動が豊富な方

とそうでない方がいるということである。人付

き合いに関しても、多様な方とそうでない方に

二分されている。⑥いざという時は、子どもを

頼りにされているようではあるが、日常的には

自分のことはできる限り自分でというふうに考

えておられる。 

モデル地区での調査を通して、以下のような

点が指摘できた。 

１）自分たちが住んでいる町を自らの努力で

作っていくという気運が強いちいきである。 

２）近隣同士でよく挨拶をしているとか、立

ち話をよくしているとかというように、近所が

「知り合っている」という安心感が伺える。そ

れは、もう少し深い関係、つまり困った時に近

隣同士で助けあうようなことがあるという回答

に反映されているような関係があるということ

であり、自分の住んでいる地域に対する愛着と

期待が感じられ、このように地域に安心して住

み続けられるということは、ともに暮らす人々

への信頼が不可欠である。 

３）地域をリードするメンバーの存在と住民組

織が重要であり、町内会活動が活発であるという

ことは、そうした活動を牽引するリーダーが地域

に存在し続けるということが必要である。地域の

仕事は、手間ではあるが「横のつながり」ができ

るので顔が広くなった、仕事をしていた現役時代

には参加できなかった部分のお返しかなという言

葉のように、第二の仕事＝社会貢献という気持ち

を持ち続けることが可能とならなければならない

ということであり、そうした人材をどのように発

掘し、組み込んでいくことを可能にすることがで

きるのか、人材の継続的確保が鍵となるのである。 

４）地域行事による住民相互の求心力の醸成が

不可欠である。防犯パトロールのようなきつい仕

事や夏祭りのような楽しい行事もあり、地域の仕

事は、確かに多くがやらなければならない仕事で

あるが、集まって楽しいことがなければ続かない

というのも事実で、会社人の時とはちがって、自

由に会話できる、自分の発想で何かができる等々、

“楽しさ”があってこそ、住民相互の求心力が醸

成されるのでる。そうした点からも、夏祭りの行

事は大切なものである。 

以上の実験的モデル事業の展開から、さらに福祉

・介護・保健などの専門職との合同事例研究会を発

足させ、地域での包括支援体制についての検討会を

開催した。そうした結果を踏まえ、2011年9月に行

われた第7回日中韓社会保障国際会議にて、「超高齢

化社会における地域包括ケア構想とその可能性」と

題して研究成果の報告を行った。地域包括ケアを可

能にするには、地域の社会資源の充実が不可欠であ

り、その際の重要な点は、医療機関と基礎自治体お

よび民間のボランラリーセクションなどとの「パー

トナーシップ」であることが判明した。 

そのためにも、柔軟かつ有効な地域ケア会議の運

営が必要となってきていることから、第5期介護保

険事業計画策定においてその点を指摘し、事業計画

の策定へ参与し、実行の段階へと進めている。 

また、2011年度から策定作業に入っている地域福

祉計画・活動計画にも参加し、パートナーシップを

形成していく具体策への取組みに際し、ニーズ把握

、分析を行うための専門職会議を立ち上げ、試験的

に行ってきた。 

韓国での総合社会福祉館を中心とした専門職（社

会福祉士）により地域支援体制へのヒアリングを継

続してきた。そうした中で、「事例管理方法」の開

発に関する共同研究を行っていくことになり、2011

年12月に第1回の会合を持ち、その後継続的に研究

交流を行ってきた。事例検討という手法を通して、

両国のソーシャルワーカーの専門的技術とその養

成についての議論を深めてきている。 

地域で安心して住み続けていくための条件づく

りの必要性は日韓共通の課題であり、安心を作り出

すべく見守りのしくみを継続的持続的に組織化し



ていくための方法についても検討した。 

アンケート調査と個別事例調査を実施し、地域に

おける見守りのしくみから漏れてしまう高齢者（高

齢引きこもり）に対する支援の必要性について考察

した。その結果、１）男性の単身高齢者、２）子ど

も世代に依存的な層、３）前期高齢層男性の虚弱層

、４）90歳以上の超高齢層などに対する専門職の継

続的支援体制が急務であることを再確認した。 

そこで、I県I市において65歳以上の方で、介護認

定を受けていないあるいはひとり暮らし世帯登録

がなされていない高齢者に対し、65歳以上高齢者全

数の１０分の１抽出を行い、記名式アンケート調査

を実施、認知症の症状など生活支援を必要とする方

を析出した。 

その結果、５つのグループが析出された。 

①他の病気の治療が優先されており、医療とは

つながっているものの、日常的には家族などの世

話を受けているため、介護保険サービスのニーズ

としてはあがっては来ないものの、認知症の症状

が重度な方、このような方は前期高齢層（４事例）

に分布しているものの、後期高齢層（３事例）に

もみられ、年齢は広範囲であった。 

②認知症の程度は中程度であるが、後期高齢層

（１３事例）にあり、家族の年齢も高い。 

③認知症の程度は軽度ではあるものの、後期高

齢層にあり、要見守り群（２８事例）である。 

④前期高齢層ではあるが、認知症予備軍とみら

れる層（３０事例） 

⑤前期高齢層であり、認知症の程度もまだまだ

軽度ではあるものの、自覚症状を持ついわゆる境

界群（３０事例）というものであった。 

 I 市では、この調査結果を受けて、市内の地域

包括支援センター、在宅介護支援センター、保健

センター等の専門職、市役所内の介護保険担当者

ならびに研究者との合同事例検討会を立ち上げ、

極めて不安度の高い①のグループの後期高齢層、

前期高齢層で医療依存度の高い方々への訪問でし

た。このうち、基本検診なども受けておられない

5 名の方に対し、早急に訪問を行い、事例の検討

を行っていった。 

 事例検討会はほぼ１ヶ月に１回のペースで検討

を重ね、上記の調査結果から、前期高齢者層であ

って特定高齢者予備軍となる層（先のグループの

④）のうち、訪問調査を行う対象7名を絞込み、

聞き取り調査をしつつ、アセスメントを行った。

その結果をまとめてみると、前期高齢層で物忘れ

の不安を持つ層の特徴として、ⅰ．日常生活に関

してはなんとかこなすことができるため、周囲は

あまり問題があるとは受け止めてはおらず、要介

護状態とは言えない状況である、ⅱ．家族や周囲

の何らかの支援により、辛うじて自立生活が維持

できている状況であり、不安定ではあるが在宅で

の生活が保持できている、ⅲ．要介護認定にはす

ぐにはつながらない、ⅳ．生活のスタイルが単調

になりつつあるということが明らかとなった。 

事例検討会では、これらの方々に、介護保険に

おける予防給付に関する情報や市内で行われてい

る高齢者向けの活動の紹介など時間をかけて説明

していき、サービスへと繋げていった。 

 

韓国においてもS市のW総合社会福祉館を中心に

同様の手法で介入型ソーシャルワークの実験的事

例検討を行った。 

その結果、①韓国の総合社会福祉館が行っている

専門職（社会福祉士）による個別訪問調査はとかく

に潜在化しがちな早期問題群を適切に発見、ニーズ

キャッチすることにより、適度な距離感を保ちなが

らの「見守り」を地域で実践することができ、地域

のなかでの安心感を作り出していることが分析で

きた。②一方、日本では介護保険制度の申請原則へ

の依存するあまり、早期問題群を発見する機能が自

治体にはなく、早期問題群を家族中に内包してしま

いがちとなっており、その結果、重度化してはじめ

て顕在化するという現象を生み出している。③こう

した早期問題群への専門職の適切な関わり方が今

後の課題であり、リーチアウト、介入型ソーシャル

ワークの開発が鍵であることが指摘できた。 

 

2011年3月11日に起こった東日本大震災はまさに

新たな「孤立」を作り出してきている。避難所から

仮設住宅への移行がほぼ済んだ段階から、こうした

現象はさらに進行してきている。現地の協力を得な

がら、仮設住宅居住者への地元の支援員を仲介しな

がら、情報の収集を行っていかなければならないと

考えている。 

東日本大震災後の被災地での高齢者の孤立をそ

のように支援していくかについて、ボランテイア

団体関係者や福祉専門職との研究会を実施してき

た。福島県の福祉関係職能団体による相談支援専

門職チームの活動は、「柔軟かつ迅速な対応力」で

あることであり、そのひとつの例が、「暫定的ケア

プラン」であり、早急にサービスの利用が可能な

ようにケアマネージャーが要介護度を推定し、一

時的なケアプランを作成するものであった。この

ことにより、一次避難所、二次避難所の要介護高

齢者に対する支援をすることができたのであった。

（要介護高齢者 270 名の支援を行うことができ

た） 

2011 年 3月から1年半経過した中で、「福島県

における相談支援専門職チーム」の活動を通して

なにが大切なことであったかについて、ヒアリン

グさせていただいた中で、以下のような論点が明

らかとなった。 

１）東日本大震災３．１１は、これまでの震災

とは異なった問題を持っていた。地震発生時の情

報から、すぐさま緊急時対応のマニュアルに従っ



て、病院、福祉施設は対応に走った。しかしなが

ら、阪神淡路大震災、中越沖地震をモデルに想定

していたマニュアルでは対応できない事態である

ことが、時間が経つにつれて判明していった。 

 被災の規模もさることながら、病院に運びこま

れる被災者の状態の中に、要介護問題を抱えてい

る方の多さに圧倒された。さらには、避難所生活

の劣悪さから、体調を崩す方が多く発生したこと、

高齢者の方々はとくにそうした避難生活の中で弱

っていくという問題が多発した。これまで、介護・

福祉は医療の後方支援にあるものと理解してきた

が、それでは「どんどん弱っていく方々を作り出

してしまう」ということであった。このことを回

避するためには、危機的状況における介入型ソー

シャルワークが重要であり、ニーズ把握・分析・

判定を即時に行い、先にも述べたような「暫定的

ケアプラン」の作成を行い、アセスメントしてい

くことが重要である。 

そこで、ソーシャルワーカーに求められる資質

は、避難所における信頼関係の形成であり、その

信頼関係に基づく介入型ニーズ把握と分析、アセ

スメント力である。 

２）しかしながら、アセスメントされたことが

支援につながらなくては、信頼関係は形成されな

いのであり、アセスメントされたことが支援へと

つなげられる道筋をつくらなくてはならない。災

害時という局面では、つなげる社会資源が喪失し

ているという課題に直面するのである。福島県相

談支援専門職チームの実践の中で生み出された方

法が「応急的に社会資源をつくる」ということで

あった。つまりすべての地域が被災しているので

ないのであって、ネットワークとチームワークに

よる「応急的社会資源」をつくりだすということ

であった。ここで、機能したのが日常的な組織力

であり、ひと（ソーシャルワーカー）とひと（ソ

ーシャルワーカー）が連絡調整しながら仕事を形

成してきたという実績によるものであった。 

３）危機介入において、日頃はあまり意識して

いなかったが、「肩書で仕事をする」ということが

必要であることがわかったということであった。

混乱している避難所にあっては、さまざまなひと

や組織が出入りしていたわけで、その中で、自分

がなにものであり、なにをあなたにするものなの

かの説明が必要であった。ことに避難者が他の自

治体からの方々であるという特殊性、自治体ごと

ではなかったという避難の特性から、「肩書」は避

難所の方々に理解してもらうための手段であった。

しかしながら、自治体行政の中で、いまだにソー

シャルワーカーの必要性と重要性を認識していな

いことが多く、介入型ニーズ把握の重要性を理解

してもらうのに困難な状態が続いたことも事実で

ある。 

４）ソーシャルワーカー自身の混乱は大きく、

ことに組織の中で定型的、定式的な仕事を日常的

にこなしてきた場合、こうした突発的事態に対応

するには相当の努力が必要でもあった。地震、津

波、原発事故という状況下で、ソーシャルワーカ

ー自身も被災者であることがあり、仕事か、家族

かを突きつけられることはしばしばであった。そ

うした時、重要なのがチームワークであり、やれ

ることから、やれるひとからというくらいの柔軟

性をもたなければならないということも確かなこ

とであった。幸いにも、福島県では、直接的に被

災したということではない地域の相談専門職の支

援が日頃の組織化を基礎にして有効に機能したと

いえる。 

５）ニッチワークの必要性である。平時よりも

さらにサービス、制度にあてはまらないニーズが

山積するということであり、サービスありきのソ

ーシャルワークの限界をまざまざと感じたとのこ

とであった。 

６）つまり、今回の東日本大震災３．１１の支

援を通して重要なことは、災害時においてソーシ

ャルワーカーは“後方支援”に回るというような

消極的方法ではなく、“前方連携”ともいうべく、

災害発生時に即座に以上述べてきた支援に入るこ

とこそが、支援を継続させ、被災者が２次被災者

になっていくことを食い止めるものであるといえ

るのではないかということである。 

 

また、被災地支援として現地に入り、中間支援

組織としての「ボランティアステーションｉｎ気

仙沼」を立ち上げた組織の動きとその成果、課題

について検討を重ねた。「ボランティアステーショ

ンｉｎ気仙沼」の立ち上げは単なるボランティア

活動を展開するための組織というばかりではなく、

被災当事者が自らの生活環境を改善していくため

の主体的活動の拠点としての位置づけを持ってい

る。被災当事者自身が支援を受ける対象としてで

はなく、自らの生活再建にむけて、行動する主体

として動こうとする場合、個人の力だけでは難し

いのである。 

「ボランティアステーションｉｎ気仙沼」の創

設自体もまた被災当事者だけでは簡単ではなかっ

たのである。そこには、阪神淡路大震災の中で立

ち上がったボランティア組織や中越沖復興支援ネ

ットワークなどのバックアップがあってこそのこ

とである。こうした災害時に起こったボランティ

ア活動がやがて継続的支援を行っていくために組

織化され、その経験知が次に引き継がれてきたと

いうことになる。このように、被災当事者支援が

行政によるものと限定していては「どうにもなら

ない」という実態の中で、ボランティア組織が意

図的に介入することにより、被災当事者が自らの

問題として再認識し、主体として行動を起こすと

いうことになったのである。しかしながら、当初



の応急仮設住宅の住環境整備という住民共通の課

題に関しては、応急仮設住宅住民の合意形成は、

代表者を中心にまとめあげていくことは可能であ

ったが、住民の中でもダメージを強く受けた方々

に対しては、介入的関わりが困難なことも実態で

ある。 

そうした意味からも、「仮設住宅代表者連絡会」

が今後どのような機能を果たしていくべきなのか

が問題となってくる。現に、アンケートでも指摘

されているように、アルコール依存の男性への対

応の問題、声かけをしても応じない住民、不在で

あるがどこへ転居されたのか不明であるなどの問

題がしてきされ、「自殺者が出ないことを祈るばか

り」という言葉に示されているように、長期化す

る仮設暮らし、雇用情勢の不安定性など不安がよ

りいっそう深まっていくなかで、住民相互の見守

りの限界が示されている。しかし、「仮設住宅代表

者連絡会」の継続的開催のなかで、仮設住宅間の

情報の交換が可能になったこと、共通の生活課題

について行政をはじめとしたアクションを共有で

きることの確認は重要であり、その仲介さらには

代弁的機能を「ボランティアステーションｉｎ気

仙沼」が果たしていくことが期待されるのである。

さらには、ようやく平静を取り戻しつつある市行

政をはじめ医療・介護・福祉機関とのネットワー

クを円滑にしていくことによって、予防的対応が

可能になると考えている。 

アウトリーチ型ソーシャルワークの展開が必要

であるわけであるが、この場合、仮設住宅住民が

自らの生活状況を充分考慮し、自治会や近隣を信

頼し、自身のいのちや健康をともに守っていくと

いう姿勢を共有できる環境を作っていかねばなら

ない。仮設住宅住民が自らの課題を自ら認識して

いく力（エンパワーメント）を醸成させていくた

めにも、社会福祉協議会などの組織が地域づくり

の方法論を熟知し、その実践を可能にしてく実践

を積極的に行っていく必要がある。すなわち日頃

からの地域福祉教育の重要性がここに問われてき

ているといえるのである。 

 

(２)残された課題 

 本課題はとりわけ近年になって明らかになって

きている都市型高齢者の新しい「孤立」の課題を

地域（メゾ）の課題として取り上げ、行政、民間

そして福祉・介護・保健領域の専門職との協働に

より課題の析出と分析、具体的対応をモデル的に

行いながら今後の施策への提言を行うことであっ

た。しかしながら、2011 年３月 11 日に発生した

東日本大震災・津波・原発事故は想像を絶するも

のであり、災害発生時の救援、援助にとどまるこ

となく、その後の生活復旧、復活において、本研

究が課題とした高齢者の新しい「孤立」の課題が

如実となってきた。本研究は、こうした現状を踏

まえ、災害時ソーシャルワークに関する組織、運

営、方法に関してもその課題として取り組んでき

きた。しかし、この課題に関しては、今後も継続

して追求すべきであり、被災地で暮らし続ける高

齢者に対する的確な支援の実践はもとよりのこと、

今後こうした災害時における対応のための方法論

に関する研究を行っていくことが肝要であると考

えている。 

 今後は、災害時における福祉・介護・保健領域

の専門職が継続的に支援していくための組織とそ

の方法論について研究を継続させていくものであ

る。 
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